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1.　緒　　　　言

IHI で開発を進めている水中浮遊式海流発電システムに
ついて，実海域における実証試験を 2017 年，2019 ～
2022 年に実施した ( 1 )．実際の黒潮流域において海流から
エネルギーを得て発電試験をした例は少なく，海流の特性
を知るとともに，本システムの実現可能性を検証する貴重
なデータが得られた．本稿では，2021 年の実証試験から
得られたデータを基に，評価・検討した発電特性と設備利
用率について報告する．また，黒潮の年間流速と設備利用
率を基に，離島電源として利用したケースを考察した内容
についても述べる．なお，参考文献 ( 1 ) に海流発電実証

試験の概要について記載しているため，本稿と併せてお読
みいただきたい．

2.　試  験  内  容

2021 年の実証試験では，実証試験機を曳
えいせん

船で曳航する
ことで発電する「発電安定性確認試験」と，黒潮流域の
定点位置に停止して黒潮流速で発電する「黒潮ホバリン
グ試験」を実施した．実証試験機の制御は台船上に設置
した制御室から行い，発電した電力は係留索に沿わせたダ
イナミックケーブルから台船上に送電して抵抗負荷装置で
消費した．第 1 図の試験構成図に示すように台船の位置
や速度は前方の曳船で制御し，黒潮ホバリング試験時は
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第 1 図　試験構成図
Fig. 1　Diagram of test configuration
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GPS で台船位置を監視して定点保持するように試験を
行った．本試験では次の 4 項目に重点を置いて評価・検
証を行った．

2. 1　電力変動

事前の机上検討段階では，2017 年の実証試験で確認し
た発電電力の変動 ( 2 ) の要因が発電機の制御である可能性
が高いと考えていた．そのため，発電機の制御ゲインと発
電電力の変動との関係を確認し，制御ゲインの調整によっ
て，どの程度電力変動が抑制できるかを検証する．

2. 2　非常停止／負荷遮断

実証試験機の発電を，異常なく停止できることを非常停
止試験と負荷遮断試験によって確認する．非常停止試験で
は，発電運転中に非常停止ボタンを押下して実証試験機を
急速浮上させる．負荷遮断試験では，定格発電で運転して
いる状態で 1 次側電源の真空遮断器 ( VCB ) を開放して
送電を止める．

2. 3　設備利用率

事業性評価の指標となる設備利用率を推定する．流速と
発電電力を実測して実証試験機の流速に対する発電特性曲
線（パワーカーブ）を作成し，黒潮海域の時々刻々の流
速と掛け合わせて一定期間積算することにより設備利用率
を算出する．また，実証試験機の内部消費電力を計測して
設備利用率の計算に反映する．黒潮の 1 年にわたる流速
データは，鹿児島県十島村口之島付近の黒潮海域に流速計
を設置して，2021 年 4 月から 2022 年 3 月まで計測した．

2. 4　離島電源

電力供給をディーゼル発電機に頼る離島環境において，
海流発電のような再生可能エネルギーは将来有望な資源と
して期待されている．前述した設備利用率，年間黒潮流
速，および実際の黒潮流速で発電した実証試験機の試験結
果を基に，海流発電システムを離島の電力系統に適用した
場合の効果や課題について整理する．

3.　結　　　　果

3. 1　電力変動

発電機の制御ブロック図を第 2 図に示す．発電機のイ
ンバータ内部で回転数フィードバック制御を行っており，
回転数指令値は周速比（タービン翼先端速度と海流流速
の比率）が一定になるようにコントローラ内で計算した
値を，アナログ信号でインバータに受け渡している．

2021 年の実証試験では，初めに回転数制御の制御ゲイ
ンが電力変動に与える影響について検証した．制御ゲイン
には比例ゲインと積分ゲインがある．第 3 図に比例ゲイ
ンを 3 段階で変更したときの発電電力の時間変動を示す．
比例ゲインを小さくすると発電電力の変動が小さくなって
おり，2017 年の発電試験では比例ゲインが大きく，回転
数指令値に対して発電機が過敏に反応し，それが発電電力
の変動が大きくなった要因の一つであることが分かった．
2021 年の試験結果から比例ゲインの調整のみで電力変動
を大幅に低減できることを確認した（比例ゲインが 3 の
とき，電力変動が 57％低減した）．しかしながら，比例
ゲインを下げ過ぎるとタービン翼回転数制御が不安定にな
ることから，本試験では安定した制御が可能な範囲で電力
変動を最小化する数値を採用した（比例ゲインは 5 とし，
そのときの電力変動低減率は 34％だった）．

3. 2　非常停止／負荷遮断

実証試験機は運転中に予期しない事象が発生した場合，
非常停止操作によりタービン翼を停止して海面まで浮上す
る機能を有している．第 4 図に非常停止試験を示す．非
常停止操作を行ったとき，第 4 図 - ( a ) の時間変化に示
すように，タービン翼（主軸）回転数が 0 に低下し，浮
体深度も 0 m に変化しており，本機能について正常に動
作することを確認した．
次に負荷遮断時の動作確認を実施した．発電運転中に地
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第 2 図　発電機　制御ブロック図
Fig. 2　Generator control block diagram
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絡や短絡を検出した場合，真空遮断器を開放して実証試験
機で発電した電力を外部へ送らないように負荷遮断する．
このとき実証試験機の発電機は，接続先をインバータから

実証試験機本体内の負荷抵抗器に切り替え，同時にタービ
ン翼をフェザリング状態（タービン翼のピッチ角度を海
流の向きと平行にした状態）にすることで海流の力を発

50
45
40
35

発
電
力

  (
 k

W
 )
，
ト
ル
ク

  (
 k

N
m

 )

30
25
20
15
10
5
0

15.8 kW

（ 注 ）　平　均：18.7 kW

27 kW

11.2 kW

スキャン回数

( b )　比例ゲイン = 5 （ 2021 年度の設定値 ）

：主軸トルク（ 右 ）
：発電力（ 右 ）

50
45
40
35

発
電
力

  (
 k

W
 )
，
ト
ル
ク

  (
 k

N
m

 )

30
25
20
15
10
5
0

35 kW

（ 注 ）　平　均：27.5 kW

45 kW

10 kW

スキャン回数

( a )　比例ゲイン = 10 （ 2017 年度の設定値 ）

：主軸トルク（ 右 ）
：発電力（ 右 ）

50
45
40
35

発
電
力

  (
 k

W
 )
，
ト
ル
ク

  (
 k

N
m

 )

30
25
20
15
10
5
0

9 kW

（ 注 ）　平　均：16.5 kW

21 kW

12 kW

スキャン回数

( c )　比例ゲイン = 3 （ 比較用 ）

：主軸トルク（ 右 ）
：発電力（ 右 ）

第 3 図　比例ゲインと発電電力の関係
Fig. 3　Relationship between control gain and power generation
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電機に伝達しないようにする．
定格負荷運転時に負荷遮断を実施したところ，第 5 図

の負荷遮断試験に示すような動作になった．負荷遮断直後
はタービン翼がフリーラン（発電機の回転数を制御する

トルクがなくなった状態）になるため，タービン翼回転
数が許容回転数 ( 25 rpm ) を超過する可能性が考えられた
が，試験の結果，最大回転数は 20 rpm 以下に収まること
を確認した．タービン翼がフェザリング状態になると回転
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停止する．その後，実証試験機本体のもつ浮力によって
徐々に浮上し，深度 10 m から海面まで約 4 分で浮上完
了することを確認した．
非常停止と負荷遮断の違いはタービン翼の停止位置であ
る．タービン翼は，非常停止の場合は海面に対し水平状態
で停止するが，負荷遮断の場合は任意の位置で停止する．
これは負荷遮断時に主電源が喪失してタービン翼回転数が
制御できなくなるためである．本試験結果から，タービン
翼のピッチ角度や発電機ブレーキのタイミングを制御する
ことで，タービン翼を水平状態で停止する制御方式につい
てめどが得られた．実用機は実証試験機よりもタービン翼
径が大きく，タービン翼を水平状態で停止させる必要性が
高くなるので，本試験から得られた知見を基に設計を行う．

3. 3　設備利用率の推定

設備利用率の算出に使用するパワーカーブを取得するた
め，流速を変えて発電電力を計測した．流速は 0.7 ～
1.7 m/s の範囲で試験し，定格流速 ( 1.5 m/s ) 以上の条件
ではタービン翼ピッチの角度を発電電力が 100 kW 範囲
内に収まるように制御した．第 6 図にパワーカーブを示
す．横軸に流速，縦軸を発電電力としてパワーカーブを示
すが，計測値の生データには幅があるため，洋上待機や潜
航動作時など過渡期にあるデータは削除し，さらに，流速
ごとに平均化処理することでパワーカーブを得た．このパ
ワーカーブは設計値に対して良好に合致しており，本実証
試験機のタービン設計は妥当であったと考えられる．
次に内部消費電力について確認した．本試験では浮力制
御や姿勢制御の方法を見直して省エネ運転を実現したこと
に加えて，発電時の発熱に対応する冷却システムの運転も
見直し，内部消費電力を最小化するようにした．この状態
で黒潮海域での定点運転，黒潮ホバリング試験を行って消
費電力を推定した．その結果を第 1 表の内部消費電力に
示す．通常発電時には非常に小さな内部消費電力で運転で
きることが分かる．これに対して内部消費電力が最大にな
るのは，低流速潜航の欄に示す海流の流速が低下した状態

で海中にとどまるため，発電機を電動機として運転して待
機しているときである．このような運転を避けることが内
部消費電力を最小にする．本試験はその一例として，低流
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第 6 図　パワーカーブ
Fig. 6　Power curve

第 1 表　内部消費電力（単位：kW ）
Table 1　Internal power consumption ( unit : kW )

内部機器
発電運転 低流速潜航 低流速海面待機

計画値 実測値 計画値 実測値 計画値 実測値

主 軸 0.00 0.00 14.30 30.44 6.80 1.26

制 御 機 器 5.90 1.74 5.90 1.74 5.90 1.74

浮力調整装置 3.70 0.16 3.70 0.16 3.70 0.16

姿勢調整装置 6.00 0.16 6.00 0.16 6.00 0.16

空 調 装 置 14.50 0.00 14.50 0.00 14.50 0.00
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速海面待機の欄に示す海面に浮上して待機する場合も測定
し，この運用ならば消費電力を削減できることを確認し
た．
以上に示したパワーカーブおよび内部消費電力を用い
て，設備利用率を計算した．設備利用率の定義を ( 1 ) 式
に示す．この式に本試験の計測結果を代入して設備利用率
を推定する．

設備利用率 （％）

 = 
発電電力量 ( kWh )

定格出力 ( kW ) 期間 ( h )×
100×

    
 ...  ( 1 )

（注） 発電電力量 = 期間 × （発電性能 × 流速 - 内部消費電力）

まず，実証試験海域での設備利用率を算出する．発電性
能とはパワーカーブ（次元は電力／流速）のことを指し，
これに実測した黒潮流速を 1 時間ごとに平均化して掛け
合わせる．ここから流速に応じた内部消費電力を減算し
て，24 回分のデータを加算して 1 日分の発電電力量と
し，1 年分をプロットする．その結果，第 7 図の実証試
験海域における年間流速と年間発電量に示すように，黒潮
流速の変動が反映された発電電力量の変動の予測値が得ら
れる．設備利用率は，この発電電力量の 1 年間の総和を
「定格出力 × 期間」で割ったものとなる．本試験の実証
試験機を設置して 1 年間運用した場合を試算すると，設
備利用率は 22.2％となった．口之島近傍の実証試験海域
を設置工事の関係で水深 100 m 以内の場所としたため，
あまり速い流速が得られず設備利用率が低めとなる．それ
でもこの設備利用率は，太陽光発電や風力発電などと比較

しても遜色ない値である ( 3 )．
3. 4　離島環境での電力系統への接続検討

海流で発電した電力は海流の速度によって変動するた
め，そのままでは口之島のような小さな離島の電力系統に
は接続できない．そこで口之島の系統への接続を想定し
て，発電した電力を蓄電池にためて平準化する設備を設計
した．第 8 図に離島（小規模電力系統）への海流発電適
用例として設計した設備の構成図を示す．本構成で送電端
（図中の赤矢印位置）での電力変動をシミュレーションし
た．電力系統に接続する場合，その電力変動は最小限にし
なければならない．そのため陸上設備には非常用ディーゼ
ル発電機を設置して海流発電システムが発電できない非常
時に備えるほか，発電量が多いときの電力を蓄電池にため
ることで平準化する構成を想定した．

第 9 図に送電端の電力変動シミュレーション結果を示す．
実際の黒潮ホバリング試験で得られた発電電力をそのまま
入力し，系統への供給電力を 10 kWにした場合のシミュ
レーション結果である．1 秒間隔の電力変動を ± 4.9 kW

に抑えることを設定目標（離島の電源容量を基に電力会
社殿と協議して設定した暫定目標値．第 9 図中における
2 本の水平線に挟まれた範囲）に定めていたが，シミュ
レーションの結果ではこの範囲から数か所外れていること
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が分かる．この原因を分析すると，実証試験機内でアク
チュエータを急激に最大出力で運転した場合や，急浮上を
行った場合であることが判明した．したがって実用段階で
は，制御方法や運用方法を見直し，電力変動に応じた容量
の蓄電池を採用することによって目標範囲内に収めること
が可能である．以上の検討結果から適切な送電設備を準備
すれば，海流発電システムで発電した電力を離島の小規模
な系統に接続することが可能と考える．

4.　考　　　　察

電力変動に関しては，主軸の制御ゲインが影響を与えて
いることを確認した．試験結果から主軸の比例ゲインが発
電変動に影響を与えていることを確認した．比例ゲインは
発電機のトルクに影響を及ぼすため，発電機のトルクに着
目して考察を行った．その結果，発電機のトルク変動の挙
動が電力変動の挙動と合致していることが分かった．言い
換えるとトルク一定制御が電力変動を抑制するうえでは，
最も適した制御方式ということである．第 10 図に回転数
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17.0
16.5
16.0
15.5

14.5

13.5

12.5

15.0

回
転
数

  (
 r

pm
 )

14.0

13.0

12.0
0 200 400 600 800 1 000

×10−1

1 200 1 400 1 600 1 800 2 000

計測時間  ( s )

( a )　制御トルク変動（ 回転数制御 ）

：主軸右 回転数 （ アナログ算出 ）
：主軸回転数目標値 （ 右 ）

50

45

40

35

25

30

発
電
力

  (
 k

W
 )

20
0 200

10 kW

400 600 800 1 000
×10−1

1 200 1 400 1 600 1 800 2 000

計測時間  ( s )

：発電力（ 右 ）

17.0
16.5
16.0
15.5

14.5

13.5

12.5

15.0

回
転
数

  (
 r

pm
 )

14.0

13.0

12.0
7 000 7 200 7 400 7 600 7 800 8 000

×10−1

8 200 8 400 8 600 8 800 9 000

計測時間  ( s )

( b )　トルク一定制御

：主軸右 回転数 （ アナログ算出 ）
：主軸回転数目標値 （ 右 ）

50

45

40

35

25

30

発
電
力

  (
 k

W
 )

20
7 000 7 200

5 kW

7 400 7 600 7 800 8 000
×10−1

8 200 8 400 8 600 8 800 9 000

計測時間  ( s )

：発電力（ 右 ）

第 10 図　主軸をトルク一定制御に切り替えた場合の電力変動比較
Fig. 10　Comparison of power fluctuations between rotation control and constant torque control 



40 IHI 技報　Vol.62  No.2 ( 2023 )

制御とトルク一定制御（第 2 図においてインバータ内の
回転数制御をトルク一定制御に切り替えた場合）で発電
運転した際の発電電力波形を示す．この二つの制御を比較
すると，トルク一定制御の方が電力変動を低減できること
が分かる．
実証試験海域では予想よりも流速が遅かったため，ほか
の再生可能エネルギーと同等の設備利用率（ 1 年間運用時
の試算値は 22.2％）になった．しかし，第 11 図の定格流
速 1.2 m/s に設計変更した場合の年間発電量に示すよう
に，定格流速を 1.2 m/s，カットイン流速（発電運転を開
始する流速条件）を 0.5 m/s に設定することによって，
設備利用率は 38.4％まで上昇させることが可能である．
さらに，出力 2 MW 実用機においては設備利用率 65 ～
77％が見込める計算結果が得られており，非常に高い設
備利用率で運用可能な発電システムである．
また，海流発電は環境にやさしい側面も有している．第

12 図は発電運転中のタービン翼ブレード付近の様子を水
中カメラで撮影した画像である．泳いでいる魚と回転する
発電タービンが共存する姿は，海流発電が自然と調和した
発電システムであることを示している．

5.　結　　　　言

海流発電実証試験の結果を基に設備利用率を推定・評価
した．この結果から，海流発電システムでは，海流のもつ
エネルギーから目標とした電力（ 1.5 m/s 流速で 100 kW

発電）を発電することが十分に実現可能であるとの見通
しを得た．また，設備利用率や離島電力系統に接続した場
合の電力変動について評価することで，設置海域の流速条
件に応じて定格流速，カットイン流速，タービン翼径など
の設計を実施する手法について取得することができた．本
試験から得られた知見や課題を基に海流発電の実現性につ
いて引き続き検討する．
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